
大村市視察 報告書 

1. 件名 長崎県大村市行政視察 （テーマ：「中小企業振興基本条例」を活かした地域づくりと官民

連携について） 

2. 日時 令和 8 年 7 月 24 日（金） 13:30 ～ 16:00 

3. 場所 長崎県大村市役所 2 階 大会議室 

4. 目的 単なるキャッシュレス推進事例の調査にとどまらず、大村市の「中小企業振興基本条例」

をベースとした施策を生み出し、それを継続させる「官民連携の仕組み」を学ぶ。これにより、

日田市における同条例の実効性を高め、今後の商工施策への反映と強固な連携体制の構築を目指

す。 

5. 参加者（計 24 名） 

・日田商工会議所（瀬戸会頭ほか正副会頭、キャッシュレス委員会委員等） 

・日田市役所 農林商工部商工労政課 

・大分県西部振興局 地域創生部 

・大分県中小企業家同友会 日田支部 

6. 主な対応者（大村市側） 

・大村市長 園田 裕史 氏 

・大村商工会議所会頭 中村 人久 氏 

・長崎大学経済学部准教授（大村市中小企業振興会議会長） 山口 純哉 氏 

・大村市 商工観光部、デジタル推進課 担当者等 

※参加者・対応者については別途名簿を添付 

7. 視察内容・結果詳細 

(1) 大村市の現状や官民連携による取組について（園田市長より）  

大村市は 55 年間人口が増加し続けた稀有な自治体であるが、直近で自然減に転じている。今後

は高齢者が元気で活気ある街づくりを進め、関係人口の創出にも注力する方針が語られた,。 ボー

トレースの収益（昨年度売上 2068 億円）を市の一般会計へ繰り入れ、公共施設や学校の体育館の

エアコン設置などのインフラ整備に投資している。近年では、条例を改正し「デジタルもインフ

ラである」という理念のもと、デジタル施策への財源としても活用している。官民連携の土台と

して、市長、議会、商工会議所がフラットに意見を出し合える環境づくりを最も重視している。 

コロナ禍等の緊急時には、事前の意見共有を行った上で市長による「先決処分」を活用し、ス

ピード感を持った政策実行を行いつつ、議会との信頼関係も損なわないよう配慮している点に大

きな学びがあった。また、「創業塾」を通じてこれまでに約 760 名が受講し、約 100 名が実際に創

業を果たしている。そこから若手や女性を各種会議のメンバーとして積極的に登用し、新しいコ

ミュニティの形成と人材の循環を図っている。 

(2) DX・地域通貨・キャッシュレスについて（デジタル推進課・東課長より）  

大村市では、人口増加の裏で生じた地域コミュニティの希薄化という課題に対し、「しあわせ循

環コミュニティ事業」を展開している。その中核として、ポータルアプリ「おむすび。」とデジタ
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ル地域通貨「ゆでぴ」を導入している。 持続可能な運営体制を構築するため、市と地元企業等が

出資し、官民共創会社「CONNECT」を設立。商工会議所会頭が代表取締役を務め、市は全体構

想とシステム開発、CONNECT 社は運用保守と加盟店開拓を担うという明確な役割分担がなされ

ている。 

「ゆでぴ」は単なる決済手段ではなく、ボランティア清掃や健康診断の受診など、街づくりや

行政サービスに参加した市民へポイントを付与することで、能動的な社会参加を促すツールとし

て機能している。現在、ゆでぴのダウンロード数は約 3.4 万件（市民の 35%）、累計決済額は約 14

億円に達し、加盟店の手数料（市内事業者 1.8%等）を CONNECT 社の収益源とする自立モデル

を目指している。 

デジタルデバイド対策としては、市役所への常設サポート窓口の設置やスマホ教室の定期開催

を行っている。導入初期には紙商品券との併用に関する議論もあったが、スピーディーな還元キ

ャンペーン（40%還元）を実施した結果、高齢者層からも「ゆでぴだけで良い」という肯定的な

声が上がるほど普及が進んだ実態が報告された。また、マイナンバーカードとの厳格な連携によ

る利便性の低下といった課題に対しても、国の動向を見極めながら柔軟にシステムの最適化を図

っていく方針が示された-。 

(3) 中小企業振興会議の運営体制と提言活動（山口純哉 会長より）  

大村市の中小企業振興会議は、条例に基づき設置された公式な「政策立案組織」である。単な

る事業者からの要望や意見聴取の場ではなく、主語を「私（I）」ではなく「地域（We）」とし、地

域全体における公共の課題を議論する場として徹底されている。組織は「振興会議（全体会）」「運

営部会」「専門部会」の三層構造で構成されている。全体会での課題の棚卸しを経て、運営部会が

テーマを選定し、専門部会が視察やインタビュー等を用いて詳細な調査研究を行う。その後、次

年度の予算編成に間に合うよう、毎年 11 月に市長へ直接提言を行うという逆算のスケジュール管

理が確立している。 

これまでの具体的な成果として、高校生向けの「市内企業説明会」（出展 50 社、生徒約 840 人

参加）の拡充や、リアルと連動した企業情報サイト「おむジョブ！グッジョブ！」の運営がある。

さらに今年度は、アルバイトとインターンシップを掛け合わせた「バイターンシップ」という新

たな概念の導入について議論が進められている。会議で決定した事項は動画で欠席者にも共有さ

れ、情報格差をなくす工夫もなされている。 

8. 所感・今後の課題 

大村市の強みは、特殊な財源やインフラの存在そのものではなく、それを活かして政策を立案・

実行できる「首長、行政、議会、商工会議所、民間事業者間の強固な信頼関係とフラットな議論

の土壌」にあると痛感した。意見の対立を恐れず、地域の課題解決に向けて真剣に議論を交わす

姿勢が、全ての施策の根底に根付いている。本市においても「日田市中小企業振興基本条例」は

存在するものの、行政主導による形骸化が長年の課題となっている。 

本視察で瀬戸会頭が述べたように、大村市の成功を単なる他市の事例として終わらせるのでは

なく、当会議所が主体となり、地域の課題を「経営課題」として捉える意識変革が必要である。



今後は、今回の産学官連携視察（市役所、振興局、商工会議所、同友会）の枠組みを維持・強化

し、委員会内に設けた「先進調査チーム」「市内調査チーム」を軸として、本市における実効性の

ある政策提言と、それを着実に実行・継続できる強固な官民連携体制の構築に早急に取り組むべ

きである。 

以上 
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